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工事請負契約、施設機械工事等共通仕様書等 

に基づく提出様式 



施設機械工事等関係書類一覧表

提示

工事関係書類の
様式

書
契
約

1 工事請負契約書 ― － ○ － － － － ○ － －

2 施設機械等工事共通仕様書 ― － ○ － － － － ○ － －

3 特別仕様書 ― － ○ － － － － ○ － ○ 発注者より提供する

4 工事数量表 ― － ○ － － － － ○ － ○ 発注者より提供する

5 図面 ― － ○ － － － － ○ － ○ 発注者より提供する

6 現場説明書 ― － ○ － － － － ○ － －

7
（現場説明に対する）
質問回答書

― － ○ － － － － ○ － －

8
現場代理人及び主任技術者
等通知書

建設業法第19条の二
工事請負契約書第10条第1項

様式1 － ○ － ○ － ○ － －

9 委任権限除外通知書 工事請負契約書第10条第4項 様式2 － ○ － ○ － ○ － －

10
請負代金内訳書
工程表

工事請負契約書第3条第1項
共通仕様書第1編1-1-4

様式3-1、3-2、3-3 － ○ － ○ － ○ － －

11
建設業退職金共済制度掛金
収納書
建設業退職金共済制度報告

共通仕様書第1編1-1-53の6
現場説明書

様式4-1、4-2 － ○ － ○ － － － － 電子メール等による提出可

12
建設業退職金共済制度証紙
受払簿

平成11年3月31日付11地第269号
「建設業退職金共済制度の普及徹
底について」の5

－ － ○ － － ○ － － －
購入状況を把握するため、提出
を求める場合がある
電子メール等による提示可

13 請求書（前払金） 工事請負契約書第35条第1項 様式5 － ○ － ○ － ○ － －

14 VE提案書（契約後VE）

工事請負契約書第19条の2第1項
平成27年10月1日付27農振第1408
号「契約後VE方式の入札契約手
続き等について」

様式6 － ○ － ○ － － － －
契約締結後にVE提案を行わない
場合は不要
電子メール等による提出可

15 施工計画書 共通仕様書第1編1-1-6 － － ○ ● － － － ○ ○
工事着手前又は施工方法確定時
若しくは重要な変更の都度提出

16
設計図書の照査確認資料
（契約書18条第1項1～5号に
該当する事実があった場合）

－ － ○ ● － － － ○ ○
契約書18条第1項に該当する事
実があった場合のみ提出

17
設計図書の照査確認資料
（契約書18条第1項1～5号に
該当する事実がない場合）

－ － ○ － － ○ － ○ ○
契約書18条第1項に該当する事
実がない場合は提示

18
工事測量結果（測量標及び
多角点設置）

共通仕様書第1編1-1-49の1 － － ○ ● － － － ○ ○

19 施工体制台帳 共通仕様書第1編1-1-16の1 様式7[1] － ○ ● － － ○ ○ ○
下請け契約を締結する全ての工
事で提出

20 再下請負通知書 共通仕様書第1編1-1-16の1 様式7[2] － ○ ● － － ○ ○ ○ 〃

21 作業員名簿 共通仕様書第1編1-1-16の1 様式7[3] － ○ ● － － ○ ○ ○ 〃

22 施工体系図 共通仕様書第1編1-1-16の2 様式8 － ○ ● － － － ○ ○ 〃

承
諾
図
書

23 承諾図書 共通仕様書第1章1-1-7 - － ○ ● － － － ○ ○

24 再生資源利用計画書 共通仕様書第1編1-1-24の5 様式9 － ○ ○ － － － ○ ○
該当する建設資材を搬入する場
合、施工計画書へ含めて提出

25 再生資源利用促進計画書 共通仕様書第1編1-1-24の7 様式10 － ○ ○ － － － ○ ○
該当する建設資材を搬出する場
合、施工計画書へ含めて提出

26
通知書（建設ﾘｻｲｸﾙ法第11
条）

建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律第11条

様式11 ○ － － － － － － －
都道府県知事等に提出
電子メール等による提出可

27
説明書（建設ﾘｻｲｸﾙ法第12
条）

建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律第12条第1項

様式12 － ○ － ○ － － － － 電子メール等による提出可

28
建設工事に係る資材の再資
源化に関する法律第13条に
基づく記載事項

建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律第13条第1項

様式13 － ○ － ○ － － － － 電子メール等による提出可

29
工事の施工効率向上対策議
事録

様式42 ○ － － － － － ○ ○

共通仕様書第1編1-1-3の2
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30 中間前金払認定願 工事請負契約書第35条第5項 様式14 － ○ － ○ － ○ － － 請求しなければ不要

31 工事出来高内訳書
昭和53年7月3日付53経第1224号
「公共工事の代価の中間前金払に
係る認定等の取扱について」

様式15 － ○ － ○ － ○ － － 〃

32 検査済材料費計算書
昭和53年7月3日付53経第1224号
「公共工事の代価の中間前金払に
係る認定等の取扱について」

様式16 － ○ － ○ － ○ － － 〃

33 請求書（中間前払金） 工事請負契約書第35条第4項 様式17 － ○ － ○ － ○ － － 〃

34 指定部分完成通知書 工事請負契約書第39条第1項 様式18 － ○ － ○ － ○ － － 〃

35 （指定部分）引渡書 工事請負契約書第39条第1項 様式19 － ○ － ○ － ○ － － 〃

36 請求書（指定部分支払） 工事請負契約書第39条第1項 様式20 － ○ － ○ － ○ － － 〃

37 既済部分出来高明細書 工事請負契約書第38条第2項 様式21 － ○ － ○ － ○ － － 〃

38
出来形部分検査願
（第　　回）

工事請負契約書第38条第2項 様式22 － ○ － ○ － ○ － － 〃

39 既済部分出来高明細書 工事請負契約書第38条第2項 様式21 － ○ － ○ － ○ － － 〃

40 請求書（第　　回部分払金） 工事請負契約書第38条第5項 様式23 － ○ － ○ － ○ － － 〃

41 修補完了報告書 工事請負契約書第32条1項 様式24 － ○ ○ － － － ▲ ○ 修補がなければ不要

42 修補完了届 工事請負契約書第32条6項 様式25 － ○ － ○ － ○ － － 〃

43 工期変更願 工事請負契約書第22条 様式26 － ○ － ○ － ○ － －
工期の変更を請求しない場合は
不要

44 工期変更協議 共通仕様書第1編1-1-21の2～5 － － ○ ● － － ○ － ○ 〃

45
支給材料請求書
貸与品請求書

共通仕様書第1編1-1-22の2 様式27 － ○ － ○ － ○ － －

46
支給材料受領書
貸与品借用書

工事請負契約書第15条第3項
共通仕様書第1編1-1-22の3

様式28 － ○ － ○ － ○ － －

47
支給材料返還書
貸与品返還書

工事請負契約書第15条第9項
共通仕様書第1編1-1-22の7

様式29 － ○ － ○ － ○ － －

48 部分使用承諾 工事請負契約書第34条第1項 － ○ － － － － － ▲ ○ 部分使用がない場合は不要

49 工事現場発生材報告書 共通仕様書第1編1-1-23 様式30 － ○ ○ － － ○ ○ ○ 現場発生材がない場合は不要

50 打合簿(協議） 共通仕様書第1編1-1-2の21 ○ ○ ○ － － － ○ ○

51 打合簿(承諾） 共通仕様書第1編1-1-2の19 ○ ○ ○ － － － ○ ○

52 打合簿(指示） 共通仕様書第1編1-1-2の18 ○ － － － － － ○ ○

53 打合簿(提出） 共通仕様書第1編1-1-2の22 － ○ ○ － － － ○ ○
一部電子納品対象外あり（紙媒
体提出のみ）

54 打合簿(報告） 共通仕様書第1編1-1-2の24 － ○ ○ － － － ○ ○

55 打合簿(通知） 共通仕様書第1編1-1-2の25 ○ － － － － － ○ ○

56
関係機関との手続き書類
（許可等の写し）

共通仕様書第1編1-1-47の3 － － ○ ● － － － ○ ○ 手続きがない場合は不要

57
関係機関との交渉記録
（交渉内容報告）

共通仕様書第1編1-1-47の8 － － ○ ● － － － ○ ○ 交渉がない場合は不要

58 立会願
工事請負契約書第13条第3項
共通仕様書第１編1-1-25の1

様式32 － ○ ○ － － － ○ ○ 最終立会日のものを提出する

59 施工段階確認簿
共通仕様書第1編1-1-25の6
施工段階確認実施要領3(3)ウ

様式33 － ○ ○ － － － ○ ○
設計図書で規定された場合に提
出

60 材料検査簿
地方農政局請負工事等監督要領
第2章第10(３)

様式34 － ○ ○ － － － ○ ○ 材料検査結果を記録

61 材料承諾 共通仕様書第2編2-1-4 － － ○ ● － － － ○ ○
設計図書及び監督職員が指示す
る材料について打合簿(承諾）に
て提出

62 休日等作業届 共通仕様書第1編1-1-48の2 様式35 － ○ ○ － － － ○ ○
休日等に作業を行う場合に提出
現道上の工事で休日作業を行う
場合は書面により提出

63
安全・訓練等実施状況報告
書

共通仕様書第1編1-1-38の12 － － ○ － － ○ － ○ － 請求がある場合に提示

64 事故報告書 共通仕様書第1編1-1-41 様式36 － ○ ○ － － － ▲ ○ 事故が発生しなければ不要

管
理

工
程

65 工事履行報告書
工事請負契約書第11条
共通仕様書第1編1-1-35

様式37 － ○ ○ － － － ○ ○

検
査

66
出来形図
出来形数量内訳書

中間技術検査実施細則第5 － － ○ ● － － － ▲ －
既存部分検査、中間技術検査を
実施しない場合は不要

67 廃棄物管理票（ﾏﾆﾌｪｽﾄ） 共通仕様書第1編1-1-24の3 － － ○ － － ○ － － －
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68 完成通知書 工事請負契約書第32条第1項 様式38 － ○ － ○ － ○ － －

69 修補完了報告書 工事請負契約書第32条第1項 様式24 － ○ ○ － － ○ － ○ 修補がなければ不要

70 修補完了届 工事請負契約書第32条第6項 様式25 － ○ － ○ － ○ － － 〃

71 引渡書 工事請負契約書第32条第4項 様式19 － ○ － ○ － ○ － －

72 請求書（完成払金） 工事請負契約書第33条第1項 様式39 － ○ － ○ － ○ － －

73 出来形管理図表 共通仕様書第1編1-1-34の10
施設機械工事等
施工管理基準

－ ○ ● － － － ▲ ○

74 出来形数量 共通仕様書第1編1-1-26の2 － － ○ ● － － － ▲ ○

75 品質管理図表 共通仕様書第1編1-1-34の10,11
施設機械工事等
施工管理基準

－ ○ ● － － － ▲ ○

76 工事材料品質証明書 共通仕様書第1編2-1-3の1 － － ○ ● － － － ▲ ○

77 工事写真 共通仕様書第1編1-1-34の10
施設機械工事等
施工管理基準

－ ○ ● － － － ▲ ○

78
工事特性・創意工夫・社会性
等・技術提案確認に関する
実施状況

平成13年4月2日付12経第2806号
別添「工事に関する入札に係る総
合評価落札方式のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」第
2V2(2)

様式40 － ○ ● － － － ○ ○ 該当項目がある場合に報告

79 完成図書及び施工図 共通仕様書第1編1-1-27 － － ○ ● － － － ▲ ○

施工図は、設備の改造、機器更
新等を施工し、既存の施工図の
内容と相異が生じる部分が発生
した場合に提出

80 電子納品 共通仕様書第1編1-1-29 － － ○ ○ － － － － ○ CD-R、DVD-R又はBD-R

81
報告書（建設ﾘｻｲｸﾙ法第18
条）

建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律第18条第1項

様式41 － ○ ○ － － － ▲ ○ 該当する資材がある場合に提出

82
再生資源利用計画書（実施
書）

共通仕様書第1編1-1-24の5,11 様式9 － ○ ○ － － － ○ ○
該当する建設資材を搬入した場
合に提出

83
再生資源利用促進計画書
（実施書）

共通仕様書第1編1-1-24の7,11 様式10 － ○ ○ － － － ○ ○
該当する建設副産物を搬出した
場合に提出

（注）提出欄に「●」表記のある書類は、打合簿を添付して提出。
　 　 提出物について、共通仕様書第1編1-1-2(31)により伝達された書類の紙による提出は不要とする。
　　　情報共有システム取扱対象欄に「▲」表記のある書類は、打合せ簿に添付することで、情報共有システムによる提出が可能な書類。
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番号 書　類　名 備　　　考

様式－１ 現場代理人及び主任技術者等通知書 土木と共通

様式－２ 委任権限除外通知書 　　〃

様式－３ 請負代金内訳書、工程表 　　〃

様式－４ 建設業退職金共済制度掛金収納書

様式－５ 請求書（前払金） 土木と共通

様式－６ VE提案書（契約後VE） 　　〃

様式－７［１］ 施工体制台帳 　　〃

様式－７［２］ 再下請負通知書 　　〃

様式－７［３］ 作業員名簿 　　〃

様式－８ 施工体系図 　　〃

様式－９ 再生資源利用計画書 　　〃

様式－１０ 再生資源利用促進計画書 　　〃

様式－１１ 通知書（建設ﾘｻｲｸﾙ法第11条） 　　〃

様式－１２ 説明書（建設ﾘｻｲｸﾙ法第12条） 　　〃

様式－１３ 建設工事に係る資材の再資源化に関する法律第13条に基づく記載事項 　　〃

様式－１４ 中間前金払認定願 　　〃

様式－１５ 工事出来高内訳書 　　〃

様式－１６ 検査済材料費計算書 　　〃

様式－１７ 請求書（中間前払金） 　　〃

様式－１８ 指定部分完成通知書 　　〃

様式－１９ （指定部分）引渡書 　　〃

様式－２０ 請求書（指定部分支払） 　　〃

様式－２１ 既済部分出来高明細書 　　〃

様式－２２ 出来形部分検査願（第　　回） 　　〃

様式－２３ 請求書（第　　回部分払金） 　　〃

様式－２４ 修補完了報告書 　　〃

様式－２５ 修補完了届 　　〃

様式－２６ 工期変更願 　　〃

様式－２７ 支給材料請求書（貸与品請求書） 　　〃

様式－２８ 支給材料受領書（貸与品借用書） 　　〃

様式－２９ 支給材料返還書（貸与品返還書） 　　〃

様式－３０ 工事現場発生材報告書 　　〃

様式－３１ 打合簿 　　〃

様式－３２ 立会願

様式－３３ 施工段階確認簿

様式－３４ 材料検査簿 土木と共通

様式－３５ 休日等作業届 　　〃

様式－３６ 事故報告書

様式－３７ 工事履行報告書

様式－３８ 完成通知書 土木と共通

様式－３９ 請求書（完成払金） 　　〃

様式－４０ 工事特性・創意工夫・社会性等・技術提案確認に関する実施状況

様式－４１ 報告書（建設ﾘｻｲｸﾙ法第18条） 土木と共通

様式－４２ 工事の施工効率向上対策打合せ記録簿 　　〃

（注）提出部数は原則１部とする。

工事関係書類様式



 
（様式１-１） 

 

現場代理人及び主任技術者等通知書 
 

 年  月  日 
（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
 
                  受注者 住  所 
                      会社名等 
                      氏  名 
 

工 事 名 
 

年  月  日契約締結した上記の工事について現場代理人等を下記のとおり定め

たので工事請負契約書第１０条第１項の規定に基づき通知します。 
 

記 
現場代理人 
主任技術者（監理技術者） 
専門技術者 

 
 
 
 
 
（注）１．この通知書には、現場代理人等の経歴書を別紙（様式１-２） 
    により作成し、添付すること。 
   ２．変更通知の場合は表記の「現場代理人及び主任技術者等通知書」の 
    右横に「（変更）」と追記すること。 
   ３．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 
 
 
 



 
（様式１-２） 
別紙 
 

 現場代理人・主任技術者（監理技術者） 
・ 専門技術者経歴書 

 
１．氏  名・生年月日・（年齢） 
２．住  所 
３．法定資格 
４．学  歴 
５．会社等における地位 
６．当社における勤務年数 
７．職  歴（業務経歴） 
     年  月  日 
     年  月  日 
     年  月  日 
     年  月  日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１．経歴書名は、該当しない字句を抹消して使用すること。 
   ２．建設業法第 26 条第４項に該当する場合は、監理技術者証の写しを添 
    付すること。 
 



 
（様式２） 

 

委任権限除外通知書 
 

年  月  日 
 
（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 

 
                  受注者 住  所 
                      会社名等 
                      氏  名 

 
  工 事 名 

 
年  月  日契約締結した上記の工事に係る下記事項については、現場代理人に

権限を委任しないので、工事請負契約書第１０条第４項の規定により通知します。 
 
 

記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 

 



（様式３－１）

年　　月　　日

（契約担当官等）

殿

受注者　 住 所

会 社 名 等

現 場 代 理 人

　　工　事　名

　　年　　月　　日契約締結した上記の工事について、工事請負契約書第３条の

　規定に基づき請負代金内訳書を提出します。

数　量 単　位 金　額

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

（注）１．請負代金内訳書は契約締結後速やかに提出すること。

　　　２．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。

　　　３．施設機械工事については、「直接工事費」、「間接工事費」を「製作工事原価」、

　　　　「据付工事原価」、「設計技術費」に変更して提出すること。

　　一般管理費等

法定福利費(工事価格の内数(税抜き))

　　　直接工事費

　　　間接工事費

　　

請負代金内訳書

（官 職  氏 名）

　　工事原価

項　　　　目

工事費計

　消費税相当額

　工事価格



 
（様式３-２） 
 

工  程  表 

 
 年  月  日 

（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
 
 
                  受注者 住   所 
                      会 社 名 等      
                      現場代理人 
 

工 事 名 
 

年  月  日契約締結した上記の工事について工事請負契約書第３条の規定に基づ

き、別紙のとおり工程表を提出します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１．工程表は契約締結後速やかに提出すること。 
   ２．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 



 
（様式３-３） 
 別 紙 

 

工  程  表 

 
 
工 期     年  月  日から 
        年  月  日まで 

 
   

 
 

工種 
 
 

 
 

細目 
 
 

 
 

数量 
 
 

     
   月 
 
 10 20 

     
   月 
 
 10 20 

     
   月 
 
 10 20 

     
   月 
 
 10 20 

  
 
備 考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                 

   
（注）１．工程は棒線をもって表示すること。 
  ２．工程に変更があった場合は、変更前の工程を上段に点線で表示すること。 

   ３．Ａ４縦より大きい用紙を使用する場合は折りたたんでＡ４縦とすること。 
 
 
 



 
（様式４-１） 
 

建設業退職金共済制度掛金収納書 

 
  年  月  日 

（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
 
 
                  受注者 住   所 
                      会 社 名 等      
                      現場代理人             
 

工 事 名 
 

  年  月  日契約締結した上記の工事について、施設機械工事等共通仕様

書第１章１－１－５３第６項の規定に基づき掛金収納書を提出いたします。 
 

契約金額  購入金額  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１ 枠内に掛金収納書を貼り付けること。 

２ 局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 



 
（様式４-２） 
 

建設業退職金共済制度報告 

 
  年  月  日 

（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
 
 
                  受注者 住   所 
                      会 社 名 等      
                      現場代理人             
 

工 事 名 
 

  年  月  日契約締結した上記の工事について、下記理由により建設業退

職金共済制度の対象者がいないことを報告いたします。 
 
 

記 
 
（理由） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
（記載例） 

・下請負業者に照会した結果、自社退職金共済制度に加入しているため。 
・下請負業者に照会した結果、中小企業退職金共済制度に加入しているため。 
・施工の全てを自社社員で実施し、社員は自社退職金共済制度に加入しているため。 

 
（注）局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 



 
（様式５-１） 
 

請 求 書 （前払金） 
 

年  月  日 
 
（支出官等） 
（官職氏名）         殿 
 
                 受注者 住  所 
                     会社名等 
                     氏  名 
                    【登録番号】 
 
 

￥                
 

        年  月  日契約締結した            工事請負代金 
の前払金額（下記内訳のとおり）を工事請負契約書第３５条第１項の規定に基づ 
き上記のとおり請求します。 

 
                    内      訳 

項    目 金    額 摘    要 
請 負 代 金 額 円 10%対象 〇〇〇円 

（内消費税額〇〇円）          

請負代金額に対する ／10 の金額   
今 回 請 求 金 額   

 
振込先銀行名  
〃 口座名義  
〃 口 座 名      
〃 口座番号  

 
（注）１ 保証証書を添付すること。 

２ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適用税率」及び「内消費税額」については一般会計 
の場合、記載を省略することができる。 

３ 該当のある欄のみ記載し、不必要な事項は抹消して使用すること。 



 
（様式５-２） 
 

請求書（前払金・国庫債務負担行為用） 
 

年  月  日 
 
（支出官等） 
（官職氏名）         殿 
 
                 受注者 住  所 
                     会社名等 
                     氏  名 
                    【登録番号】 
 
 

￥               
 

        年  月  日契約締結した         工事の  年度 
出来形予定部分に係る請負代金の前払金額（下記内訳のとおり）を工事請負契約 
書第４１条第１項の規定に基づき上記のとおり請求します。 

 
                     内      訳 

項    目 金    額 摘    要 
請 負 代 金 額 円 10%対象 〇〇〇円 

（内消費税額〇〇円）          

  年度出 来 形 予 定 金 額             
年度支 払 年 割 額             

  年度出来形予定金額に対す 
る  ／10 の金額 

  

今 回 請 求 金 額   
 

振込先銀行名  
〃 口座名義  
〃 口 座 名      
〃 口座番号  

 
（注）１ 保証証書を添付すること。 

２ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適用税率」及び「内消費税額」については一般会計 
の場合、記載を省略することができる。 

３ 該当のある欄のみ記載し、不必要な事項は抹消して使用すること。 
 



（様式６－１） 

 

   年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

 ○○農政局長 

    ○○ ○○ 殿 

 

 受注者  

 住 所  

 氏 名   

 

Ｖ Ｅ 提 案 書 

工事請負契約書第 19条の 2に基づき、VE提案書を提出します。 

工 事 件 名  
連 絡 者 

氏 名  

契約締結日  年  月  日 TEl Fax 

ＶＥ提案の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 項  目  内  容  概算低減額(千円) 

   

   

   

   

   

   

   

   

概算低減額合計  

ＶＥ提案の詳細 

(1) 設計図書に定める内容とＶＥ提案の内容の対比等 (様式 2) 

(2) ＶＥ提案による概算低減額と算出根拠 (様式 3) 

(3) その他 (様式 4)、詳細資料及び図面 

 

注 概算低減額は、提案を審査する上での参考扱い。 



（様式６－２） 設計図書に定める内容とＶＥ提案の内容の対比等 

 

番 号  項目内容  

 

(1) 設計図書に定める内容とＶＥ提案の内容の対比 

【現状】略図等 

 

 

 

 

【改善案】略図等 

 

(2) 提案理由 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ＶＥ提案の実施方法(材料仕様、施工条件、施工要領等を具体的に記入) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 品質保証の証明 (品質保証書の添付等) 

 

 

 

 

 

 

(5) その他 

 

 

 

 

注 番号、項目内容は、様式 1と整合させること。 

  提案項目数分 (番号分) 作成すること。 



 

    

金
額
単
位
：
千
円
 

金
 
 
額
 

                   

    

単
 
価
 

                   

    

【
改
善
案
】
 

単
位
 

                   

    

数
 
 
量
 

                   

    

名
称
、
品
質
、
寸
法
 

                   

  

 

 

金
額
単
位
：
千
円
 

金
 
 
額
 

                   

（
様
式
６
－
３
）
 
Ｖ
Ｅ
提
案
に
よ
る
概
算
低
減
額
と
算
出
根
拠
 

 

 

単
 
価
 

                  

注
 
番
号
、
項
目
内
容
は
、
様
式

1
と
整
合
さ
せ
る
こ
と
。
 

 

【
現
状
】
 

単
位
 

                  

項
目
内
容
 

 

数
 
 
量
 

                  

 

 

名
称
、
品
質
、
寸
法
 

                  

番
号
 

 

 

                      



（様式６－４） そ の 他 

 

番 号  項目内容  

 

(1) 発注者が別途発注の関連工事との関係 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 工業所有権を含むＶＥ提案の場合、その取扱に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ＶＥ提案が採用された場合に留意すべき事項(具体的に記入) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 番号、項目内容は、様式 1と整合させること。 

 



（様式６－５） 

 

番 号 

年月日 

 

受注者 

 住所 

 氏名     殿 

 

支出負担行為担当官 

 〇〇農政局長 

   〇〇 〇〇 

 

 

ＶＥ提案採用通知書 

 

特別仕様書「第○条 ＶＥ提案」に基づき、   年 月 日付けで提出されましたＶＥ提案に対

する審査結果について、下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

工事件名  ＶＥ提案項目数  

契約締結日  年 月 日 
 

採用項目数  

 不採用項目数  

 

 

ＶＥ提案に対する採否及びその理由 

 

番号 項目内容 採否区分 採否理由 特記事項 

     

     

     

     

     

     

     

 

注 番号、項目内容は、様式１と整合させること 

採否理由は、具体的かつ理解し易い内容とすること 

 



 

（様式７［1］） 

年  月  日 

施工体制台帳様式     施工体制台帳  

［会 社 名・事業者 ID］                       

［事業所名・現 場 ID ］                       

建設業の 

 

許  可 

許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

 

工事業 

 大臣  特定 

 知事   一般 
第   号 年  月  日 

 

工事業 

 大臣   特定 

 知事   一般 
第   号 年  月  日 

  
 工事名称 

及  び 

 工事内容 

 

 

 

 発注者名 

及  び 

住  所 

 

 〒 

工  期 
 自   年      月  日 

 至    年      月  日 
 契 約 日 年  月  日 

    

契  約 

営 業 所 

区 分 名     称 住     所 

 元請契約   

 下請契約   
    

健康保険等

の加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入 未加入 

適用除外 

加入 未加入 

適用除外 

加入 未加入 

適用除外 

事業所整理

記号等 

区 分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

元請契約     

下請契約     
    

発注者の 
監督員名 

 
 

権限及び 
意見申出 
方 法 

 
 

    

監督員名 
 
 
 

権限及び 
意見申出 
方  法 

 
 

現  場 
代理人名 

 
 
 

権限及び 
意見申出 
方  法 

 
 

監理(主任) 
技術者名 

専 任 
非専任 

資格内容 
 
 

監理技術者
補佐名 

 資格内容 
 

専  門 
技術者名 

 
 

専  門 
技術者名 

 
 

 
 

資 格 
内 容 

 
 

 
 

資 格 
内 容 

 
 

 
 
 

担 当 
工 事 
内 容 

 
 

 
 
 

担 当 
工 事 
内 容 

 
 
 

 

一号特定技能外国人の 

従事の状況（有無） 
有  無 

外国人技能実習生の 

従事の状況（有無） 
有  無 

 



 

（記入要領） 
１ 上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請契約書に記載ある場合は、その写しを添付する

ことにより記載を省略することができる。 
２ 監理技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。 

３ 専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工

するために必要な主任技術者を記載する。 

（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。 

４ 監督員名とは、建設業法第19条の２第２項に基づくものであること。 

５ 健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。 

①各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合

（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加

入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外され

る場合は「適用除外」に○を付けること。 

 

②元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所について

記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下請契

約の欄に「同上」と記載すること。 

 

③健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載す

ること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。 

 

④厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る

営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。 

 

⑤雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合の、

本店の労働保険番号を記載すること。 

 

６ 一号特定技能外国人が建設工事に従事する場合には「有」、従事する予定がない場合には「無」

に○を付けること。 

７ 外国人技能実習生が当該建設工事に従事する場合には「有」、従事する予定がない場合には

「無」に○を付けること。 

８ 監理技術者補佐欄は、配置を希望する場合のみ記載すること。 

 
 



 

《下請負人に関する事項》 

 会 社 名 

事業者 ID 

 

 

 

代表者名 

 

 

 
  
 住  所 

 電話番号 

 〒 

                                     （tel   －   －   ） 

 工事名称 

 及  び 

 工事内容 

 

 

 

 工  期 
 自     年  月  日 

 至     年  月  日 
 契 約 日 年  月  日 

    

 建設業の 

 許  可 

施工に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

 

            工事業 

 大臣 特定 

 知事 一般 
第   号 年  月  日 

 

            工事業 

 大臣 特定 

 知事 一般 
第   号 年  月  日 

     

健康保険等

の加入状況 

保険加入

の有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入 未加入 

適用除外 
加入 未加入 

適用除外 
加入 未加入 

適用除外 

事業所整

理記号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

       
     

現場代理人名 
 

 

 

 
 安全衛生責任者名 

 

 

 

 

 権 限 及 び       

 意見申出方法 

 

 

 

 
 安全衛生推進者名 

 

 

 ※主任技術者名 
 専 任 

 非専任 

 

 
 雇用管理責任者名 

 

 

 

 
 資 格 内 容       

 

 

 

 
 ※ 専門技術者名 

 

 

 

 
 資 格 内 容        

 

 

 

 
 担当工事内容        

 

 

 

一号特定技能外国人の 

従事の状況（有無） 
有  無 

外国人技能実習生の 

従事の状況（有無） 
有  無 

 

※［主任技術者、専門技術者の記入要領］ 

１ 主任技術者の配置状況について［専任・非専任］のいずれかに○印を付すこと。 

２ 専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工

するために必要な主任技術者を記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者として

の資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。） 

 複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載す

る。 

３ 主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する。） 

 ① 経験年数による場合 

  １）大学卒［指定学科］ ３年以上の実務経験 

  ２）高校卒［指定学科］ ５年以上の実務経験 

  ３）その他       10 年以上の実務経験 



 

 ② 資格等による場合 

  １）建設業法「技術検定」 

  ２）建築士法「建築士試験」 

  ３）技術士法「技術士試験」 

  ４）電気工事士法「電気工事士試験」 

  ５）電気事業法「電気主任技術者国家試験等」 

  ６）消防法「消防設備士試験」 

  ７）職業能力開発促進法「技能検定」  

 

※［健康保険等の加入状況の記入要領］ 

１ 下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を

「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載すること。 

 

２ 各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場

合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加

入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外さ

れる場合は「適用除外」に○を付けること。 

 

３ 健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載

すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載するこ

と。 

 

４ 厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係

る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。 

 

５ 雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合

は、本店の労働保険番号を記載すること。 

 
６ 一号特定技能外国人が建設工事に従事する場合には「有」、従事する予定がない場合には「無」に○

を付けること。 

 

７ 外国人技能実習生が当該建設工事に従事する場合には「有」、従事する予定がない場合には「無」に

○を付けること。 

 



 

（様式７［2］） 

年  月  日 

施工体制台帳様式  再 下 請 負 通 知 書  
 

直近上位 

注文者名                 

【報告下請負業者】 

  住  所  

    

元請名称･ 

事業者 ID 
 

  

会社名・ 

事業者 ID 
 

  代表者名  

《自社に関する事項》 

工事名称 

及  び 

工事内容 

 

 

 

工  期 
自   年      月  日 

至    年      月  日 

注文者との

契 約 日 
  年  月  日 

  

建設業の 

 

許  可 

施工に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

 

工事業 

大臣 特定 

知事 一般 
第   号 

  年  月  

日 

 

工事業 

大臣 特定 

知事 一般 
第   号 

  年  月  

日 
  

健康保険等

の加入状況 

保険加入 

の有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入 未加入 

適用除外 

加入 未加入 

適用除外 

加入 未加入 

適用除外 

事業所整

理記号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    

    

監 督 員 名 
  

安全衛生責任者名 
 

 
権限及び 

意見申出方法 
  

安全衛生推進者名 
 

現場代理人名 
  

雇用管理責任者名 
 

 
権限及び 

意見申出方法 
  

専 門 技 術 者 名  
 

主任技術者名 
 専 任 

 非専任 

  
資格内容 

 

 資格内容 
   

担当工事内容 
 

 

一号特定技能外国人の 

従事の状況（有無） 
有  無 

外国人技能実習生の 

従事の状況（有無） 
有  無 

 



 

《再下請関係》    再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。 

会社名・ 

事業者 ID 

 
代表者名 

 

住  所 

電話番号 

 

工事名称 

及  び 

工事内容 

 

工  期 
 自     年  月  日 

 至     年  月  日 
契 約 日 年  月  日 

    

 建設業の 

 許  可 

施工に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

 

工事業 

大臣 特定 

知事 一般 
第   号   年  月  日 

 

工事業 

大臣 特定 

知事 一般 
第   号   年  月  日 

     

健康保険等

の加入状況 

保険加入 

の有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入 未加入 

適用除外 
加入 未加入 

適用除外 
加入 未加入 

適用除外 

事業所整理

記号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    

     

現場代理人名  
 

 
安全衛生責任者名  

 

 

権限及び 

意見申出方法 
 

 

 
安全衛生推進者名  

主任技術者名 
 専 任 

 非専任 

 

 
雇用管理責任者名  

 

 
資格内容  

 

 
専門技術者名  

  

 
資格内容  

 

 
担当工事内容  

 

一号特定技能外国人の 

従事の状況（有無） 
有  無 

外国人技能実習生の 

従事の状況（有無） 
有  無 

 



一次会社名
・事業者ID

（　次)会社名
・事業者ID

（注)１．※印欄には次の記号を入れる。 （注）４．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。
（注）５．資格・免許等の写しを添付することが望ましい。

 …現場代理人  …作業主任者（（注）2.)  …女性作業員

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育  …危険有害業務・再発防止教育

（注）１２．記載事項の一部について、別紙を用いて記載しても差し支えない。

（様式７［3］）

（注）８．雇用保険欄には右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保
 険者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用保険の適用
 除外である場合には左欄に「適用除外」と記載。

（注）７．年金保険欄には、左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。
　各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。

番
号

       …18歳未満の作業員

氏名

技能者ID

 本書面に記載した内容は、作業員
名簿として安全衛生管理や労働災
害発生時の緊急連絡・対応のため
に元請負業者に提示することにつ
いて、記載者本人は同意していま
す。

ふりがな

職
種

※ 年金保険

年　月　日

歳

歳

年　月　日

（注）１１．建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格（例：登録○○基幹
 技能者、○級○○施工管理技士）を有する場合は、「免許」欄に記載。

（注）１０．安全衛生に関する教育の内容（例：雇入時教育、職長教育、建設用リフ
 トの運転の業務に係る特別教育）については「雇入・職長特別教育」欄に記載。

（注）９．建設業退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度への加入の有無につい
 ては、それぞれの欄に「有」又は「無」と記載。

（注）３．現場ID・事業者ID・技能者IDとは建設キャリアアップシステムに登録されている場合に記載するものであり、
 登録していなければ記載不要である。

雇入・職長
特別教育

技能講習

提出日　　　　　年　　　月　　　日

年　月　日

教　育・資　格・免　許

元請
確認欄

生年月日

年齢

年　月　日

健康保険 建設業退職金
共済制度

免　許雇用保険

歳

年　月　日

歳

歳

年　月　日

事業所の名称
・現場ID

所長名

年　月　日

年　月　日

歳

（注）２．作業主任者は作業を直接指揮する義務を負うので、同時に施工されている他の現場や、同一現場においても
 他の作業個所との作業主任者を兼務することは、法的に認められていないので、複数の選任としなければならない。

年　月　日

歳

年　月　日

歳

作　　業　　員　　名　　簿
（　　年　　月　　日作成)

 …外国人技能実習生  …１号特定技能外国人

中小企業退職金
共済制度

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

（注）６．健康保険欄には、左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、
 建設国保、国民健康保険）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者で
 ある等により、国民健康保険の適用除外である場合には、左欄に「適用除外」と記
 載。

入場年月日

受入教育
実施年月日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

現 作 女

主 職
安 能

習 １

未

再



                      （様式８）

自

至

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

工

事

元方安全衛生管理者担当工事内容

総括安全衛生責任者
会　　　長

特定専門工事
の該当

代 表 者 名

特定専門工事
の該当

有　　・　　無

工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

代 表 者 名

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

有　　・　　無

安全衛生責任者

担当工事
内容

有　　・　　無

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

安全衛生責任者

代 表 者 名 代 表 者 名

主任技術者 主任技術者 主任技術者 主任技術者

一般／特定

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

年 　月 　日～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日

代 表 者 名 代 表 者 名

会社名・事業者ID

専門技術者 専門技術者 専門技術者 専門技術者

許 可 番 号

一般/特定の別

一般／特定

主任技術者

特定専門工事
の該当

主任技術者

特定専門工事
の該当

主任技術者

特定専門工事
の該当

主任技術者

特定専門工事
の該当

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

会社名・事業者ID 会社名・事業者ID

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

一般／特定

年 　月 　日～　　年 　月 　日

専門技術者

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

専門技術者 専門技術者

工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日

会社名・事業者ID

専門技術者

代 表 者 名

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

代 表 者 名

安全衛生責任者

主任技術者

工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日 工期

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

会社名・事業者ID

主任技術者 主任技術者 主任技術者

安全衛生責任者 安全衛生責任者

特定専門工事
の該当

有　　・　　無
特定専門工事

の該当
有　　・　　無

特定専門工事
の該当

（注）一次下請負人となる警備会社については、商号又は名称、
　　現場責任者名、工期を記入する。

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

会社名・事業者ID

工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日

有　　・　　無 有　　・　　無 有　　・　　無
特定専門工事

の該当
特定専門工事

の該当
特定専門工事

の該当

会社名・事業者ID 会社名・事業者ID

一般/特定の別

許 可 番 号

工期

安全衛生責任者

会社名・事業者ID

専門技術者 専門技術者

担当工事
内容

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

特定専門工事
の該当

有　　・　　無
特定専門工事

の該当
有　　・　　無

主任技術者

専門技術者

一般/特定の別 一般／特定

代 表 者 名

許 可 番 号

担当工事
内容

安全衛生責任者

担当工事
内容

担当工事
内容

会社名・事業者ID

主任技術者 主任技術者 主任技術者

工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日

会社名・事業者ID

専門技術者

代 表 者 名

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

代 表 者 名

許 可 番 号

一般/特定の別 一般／特定

代 表 者 名

会社名・事業者ID

副　会　長

特定専門工事
の該当

有　　・　　無
特定専門工事

の該当
有　　・　　無

書　　　記

安全衛生責任者 安全衛生責任者

工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日 工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日

専門技術者名

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

担当工事
内容

工期 年 　月 　日～　　年 　月 　日

担当工事内容

専門技術者 専門技術者 専門技術者 専門技術者

監理技術者補佐名 一般/特定の別 一般／特定 一般/特定の別 一般／特定 一般/特定の別 一般／特定 一般/特定の別

会社名・事業者ID

監 督 員 名

会社名・事業者ID 会社名・事業者ID元請名・事業者ID 会社名・事業者ID

専門技術者名

有　　・　　無 有　　・　　無 有　　・　　無 有　　・　　無

監理技術者名

施工体系図様式

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図（掲示例）

発 注 者 名
工期

年　　月　　日　

工 事 名 称 年　　月　　日　



（様式９） 再生資源利用計画書（実施書）　－建設資材搬入工事用－ 　

請負会社コード＊2
大臣

発注機関コード＊1 知事

千 百 十 千 百 十

工事種別コード*3 億 億 億 億 万 万 万 万 1万円未満四捨五入
千 百 十 百 十

円 （税込み） 億 万 万 万 万 1万円未満四捨五入 万 万 万 千 百 十 一

住所コード*4 円 （税込み）

1.鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 2.鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 3.鉄骨造
（再生資源の利 （数字に○をつける） 4.ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造 5.木造 6.その他
用に関する特記 建築・解体工事のみ 1.居住専用 2.居住産業併用 3.事務所
事項等） 右欄に記入して下さい （数字に○をつける） 4.店舗 5.工場、作業所 6.倉庫

7.学校 8.病院診療所 9.その他

2.建設資材利用計画

（再生資材を利用した場合に記入してください）

再生資材利用量（Ｂ）

（注1）

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

締めｍ
3

締めｍ
3 ％

締めｍ
3

締めｍ
3 ％

締めｍ
3

締めｍ
3 ％

締めｍ
3

締めｍ
3 ％

ｍ
3

ｍ
3 ％

ｍ
3

ｍ
3 ％

ｍ
3

ｍ
3 ％

ｍ
3

ｍ
3 ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

コード*5 コード*6 コード*7 コード*8 コード*9
コンクリートについて アスファルト混合物について 再生資材の供給元について 施工条件について コンクリートについて

1.生コン 2.無筋コンクリート二次製品 3.その他 1.表層 2.基層 1.現場内利用 1.再生材の利用の指示あり 1.再生生コン 2.再生無筋コンクリート二次製品 3.その他
コンクリート及び鉄から成る建設資材について 3.上層路盤 4.歩道 2.他の工事現場（陸上） 2.再生材の利用の指示なし コンクリート及び鉄から成る建設資材について

5.その他（駐車場舗装、敷地内舗装等） 3.他の工事現場（海上） 1.再生有筋コンクリート二次製品 2.その他
木材について 土砂について 4.再資源化施設 木材について アスファルト混合物等で、利用した

1.木材（ボード類を除く） 1.道路路体 2.路床 3.河川築堤 5.ストックヤード 1.再生木材（ボード類を除く） 2.再生木質ボード 再生材（製品）の中に、新材が混入し
アスファルト混合物について 4.構造物等の裏込材、埋戻し用 6.その他 アスファルト混合物について ている場合であっても、新材混入分を

1.粗粒度アスコン 5.宅地造成用 6.水面埋立用 含んだ再生資材（製品）の利用量を
2.密粒度アスコン 7.ほ場整備（農地整備） 記入してください。
3.細粒度アスコン 8.その他（具体的に記入） 4.再生アスファルトモルタル
5.加熱アスファルト安定処理路盤材 砕石について

土砂について 1.舗装の下層路盤材 土砂について
1.第一種建設発生土 2.舗装の上層路盤材 1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 3.第三種建設発生土
4.第四種建設発生土 3.構造物の裏込材、基礎材 4.第四種建設発生土 5.浚渫土 6.土質改良土
7.建設汚泥改良土 4.その他（具体的に記入） 7.建設汚泥改良土 8.再生コンクリート砂
9.山砂、山土等の購入土、採取土 その他について（利用用途を具体的に記入）  9.山砂、山土等の購入土、採取土

砕石について 砕石について
1.クラッシャーラン 1.再生クラッシャーラン 2.再生粒度調整砕石 3.鉱さい
5.ぐり石、割ぐり石 4.その他

その他について（再生資材の名称を具体的に記入） その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

土　砂

合　　　計

合　　　計

（再生資材

砕　石

その他

合　　　計

合　　　計

構　造

使　途

地上

建 築 面 積

4.単粒度砕石

　2.木質ボード

4.アスファルトモルタル

2.第二種建設発生土
5.浚渫土
8.再生コンクリート砂

日

請負金額

年

  (　　　　　)
  (　　　　　)

TEL
FAX

工　期
月 日まで

日から

1.工事概要
表面

町

月

再資源化等が完了した年月日

発 注 機 関 名
担当者

工事責任者

TEL

工　事　名

発注担当者チェック欄

記入年月日 年

請 負 会 社 名

施工条件の内容
　　　　年　　　　月　　　　日

左記金額のうち建設廃棄物の再資源化等に要した費用

0,000 ㎡

( ) 会 社 所 在 地 調査票記入者

0,000

注：コード＊5～9は下記欄外のコード表より数字を選んでください。

※解体工事については、建築面積を御記入いただかなくても結構です。

－

階　数月年区

㎡

階

再生資材の名称

都 道 市

府 県
地下

コード*7

3.再生細粒度アスコン

再生資源

コード*9 B/A×100

利用率

そ
の
他
の
建
設
資
材

合　　　計

施工条件
建　設　資　材　（新材を含む） 再　生　資　材　の　供　給　元

コンクリート
及び鉄から
成る建設資

材

合　　　計

合　　　計

コード*8

供給元
種類

工 事 概 要 等

規　格

号

コード＊5

小 分 類

建設業許可　または
解体工事業登録

村

内容 住所コード再生資材の供給元場所住所

工事施工場所

コンクリート

分　類

特
定
建
設
資
材

*4

主な利用用途
利　用　量（A)

アスファルト

再生資材の供給元施設、工事等の名称
コード*6

階

延 床 面 積

1.再生粗粒度アスコン

裏面にも御記入ください

木　材

のみ記入）

2.その他1.有筋コンクリート二次製品
注1:再生資材利用量について

（開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む）

混合物

    5.再生加熱アスファルト安定処理路盤材

3.第三種建設発生土

2.再生密粒度アスコン

6.その他
3.鉱さい

6.土質改良土

2.粒度調整砕石

（開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む）



（様式１０） 再生資源利用促進計画書（実施書）　－建設副産物搬出工事用－
建築工事において、解体と新築工事を一体的に施工する場合は、解体分と

1.工事概要 表面に必ずご記入下さい 新築分の数量を区分し、それぞれ別に様式を作成して下さい。

2.建設副産物搬出計画 現場内利用の欄には、発生量（掘削等）のうち、現場内で利用したものについて御記入ください。 コード*14（コード*13で「7.内陸処分場」を選択した場合のみ記入）

1.山砂利等採取跡地 2.処分場の覆土 3.池沼等の水面埋立 4.谷地埋立 5.農地受入 6.その他

搬出先 受入地
の種類 の用途

ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ 3ヶ所まで記入できます。4ヶ所以上に ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ ②+③+⑤

*10 *11 わたる時は、用紙を換えて下さい。 千 百 十 一 *13 *14 （注２）

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン トン トン トン km トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン トン トン トン km トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン km トン トン ％

km トン

km トン

トン km トン トン ％

km トン

km トン

トン トン km トン トン ％

km トン

km トン

トン km トン トン ％

km トン

km トン

トン km トン トン ％

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3 km 地山ｍ

3
地山ｍ

3
地山ｍ

3 ％

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3 km 地山ｍ

3
地山ｍ

3
地山ｍ

3 ％

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3 km 地山ｍ

3
地山ｍ

3
地山ｍ

3 ％

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3 km 地山ｍ

3
地山ｍ

3
地山ｍ

3 ％

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

km 地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3 km 地山ｍ

3
地山ｍ

3
地山ｍ

3 ％

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3

地山ｍ
3 ％

コード*10 コード*11 コード*12 コード*13（詳細は「表－４」参照のこと）
1.路盤材 2.裏込材 1.焼却 2.脱水 施工条件について
3.埋戻し材 3.天日乾燥 1.Ａ指定処分
4.その他（具体的に記入） 4.その他（具体的に記入） （発注時に指定されたもの） 1.他の工事現場（内陸：公共、民間を含む） 6.最終処分場（海面処分場） 現場外搬出量④のうち、搬出先の種類

2.Ｂ指定処分（もしくは準指定処分） 2.再資源化施設（土質改良プラントを含む） 7.最終処分場（内陸処分場） （コード*13）が1.～5.の合計
（発注時には指定されていないが、 3.有償売却（工事請負会社が建設副産物を売却し、 8.建設発生土ストックヤード（再利用工事未定）
発注後に設計変更し指定処分とされたもの） 代金を得た場合） 9.焼却施設・最終処分場へ持ち込むための中間

3.自由処分 4.建設発生土ストックヤード（再利用工事が決まっている 処理施設
場合） 10．その他（具体的に記入）

5.海面埋立事業（海岸、海浜事業含む）

（％）
①

利用促進量

再生資源利用

裏面

付けて下さい

⑤再生資源
促　進　率

運搬距離 うち現場内

第　一　種 搬出先1 公共　民間

場外搬出時 （掘削等） 用途

アスファルト・
コンクリート塊

公共　民間

搬出先3

建設発生土 搬出先2 公共　民間

搬出先3 公共　民間

建 第　二　種 搬出先1 公共　民間

建設発生土 搬出先2 公共　民間

設 搬出先3 公共　民間

第　三　種 搬出先1 公共　民間

発 建設発生土 搬出先2 公共　民間

生 第　四　種 搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

土 公共　民間

公共　民間

公共　民間

搬出先3

建設発生土

公共　民間

搬出先3 公共　民間

公共　民間

搬出先1

搬出先2

公共　民間

公共　民間

搬出先3

注2:再生資源利用促進量について
再　生　資　源　利　用　促　進

（再生利用された場合）
最　終　処　分　場　・　そ　の　他

（処分された場合）

搬出先3 公共　民間

合　計

浚 渫 土

公共　民間

=②+③+④
うち現場内 ③減量化量

区分

②利用量
減量法

改良分

特
定
建
設
資
材
廃
棄
物 公共　民間

コンクリート塊

搬出先1 公共　民間

搬出先1

建設発生木材

（木材が廃棄物
になったもの）

搬出先2

搬出先2

公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先1

搬出先3

搬出先2

廃プラスチック

公共　民間

搬出先3 公共　民間

公共　民間

公共　民間

公共　民間

その他の分別された
廃棄物

建
 

設
 

廃
 

棄
 

物

建設発生木材

（伐木材、除根材
など）

紙くず

建設混合廃棄物

建 設 汚 泥

金属くず

ｱｽﾍﾞｽﾄ
（飛散性）

公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先2

搬出先1

搬出先2

搬出先3

内容 改良分
施工条件の

搬　出　先　場　所 ④現場外搬出量

現場内利用・減量 現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

ｺｰﾄﾞ＊12 *4

搬　出　先　名　称
住所コード

建 設 副 産 物

どちらかに○をの性状

①発生量
減　量　化

の　種　類
現　場　内　利　用



 

（様式１１） 
 

（別紙様式） 

 

 年  月  日 

 

 

通 知 書 
 

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第11条の規定により別

表のとおり通知をします。 
 

 

 

 

殿 

 

通知者官職 氏 名 

官庁所在地 

担当者 

ＴＥＬ 

 
 

 

特定建設資材の利用に関する計画の通知     様式１ 

特定建設資材廃棄物の発生量の見込みの通知   様式２ 
 

 

 



（様式１２-１） 

説    明    書 

 

 年  月  日 

 

（契約担当官等） 

（官職氏名）     殿 

 

氏 名 

   （法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）     

（郵便番号   -   ）電話番号   -   -    

 住 所                        

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１２条第１項の規定により、対象建設工事の分別

解体等の計画等に関する事項について下記により説明します。 

 

記 

 

１．工事の名称                             

 

２．工事の場所                             

 

３．説明内容   添付資料のとおり 

 

４．添付資料 

（１）別表（別表１～３のいずれかに必要事項を記載したもの） 

□ 別表１（建設物に係る解体工事） 

□ 別表２（建設物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

□ 別表３（建築以外のものに係る解体工事又は新築工事（土木工事等）） 

（２）工程の概要を示す資料 

（３）都道府県知事等の発行する処理施設の許可証の写し 

 

※ □欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。 

 



　（様式１２-２-①）

別表１ （Ａ４）

　　　　　　　　　　　　　　トン

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

その他（　　　　　　　　　）

作業場所　□十分　□不十分

工事着手前に実施する措置の内容建築物に関する調査の結果

その他

その他（　　　　　　　　　）

通学路　□有　□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

□有

屋根ふき材の取り外し
□有　□無 □　手作業・機械作業の併用

建築物の状況

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程
①建築設備・内装材等

②屋根ふき材

③外装材・上部構造部分

障害物　□有（　　　）　□無

作業内容

⑤その他
（　　　　　）

分別解体等の方法

建築物に用いられた建設資材の量の見込み

□内装材に木材が含まれる場合

不可の場合の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□可　□不可
①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

建築設備･内装材等の取り外し
□有　□無

築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

作業場所

④基礎・基礎ぐい

特定建設資材
への付着物

残存物品

搬出経路

（　　　　　　　　　　　　）

□無

基礎・基礎ぐいの取り壊し
□有　□無
その他の取り壊し
□有　□無

建築物に係る解体工事

分別解体等の計画等
建築物の構造

□木造　□鉄骨鉄筋コンクリート造　□鉄筋コンクリート造
□鉄骨造　□コンクリートブロック造　□その他（　　　　　　　　）

併用の場合の理由（　　　　　）

建築物に関
する調査の

結果

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

トン
□①　□②　□③　□④

周辺状況

建築物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容 □無

（　　　　　　　　　　　　）

□有

□①　□②　□③　□④

□その他（　　　　　　　          　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　　　　　　　　          　　）

□コンクリート塊

工事の工程の順序

□⑤

発生が見込まれる部分（注）廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごと
の量の見込み及びその発生が見
込まれる建築物の部分

（注）　①建築設備・内装材等　②屋根ふき材　③外装材・上部構造部分　④基礎・基礎ぐい　⑤その他
□⑤

トン

トン

量の見込み

外装材・上部構造部分の取り壊し

□　手作業

□有　□無

□　手作業

備考

□　手作業

□建設発生木材

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

□　手作業

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

□　手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（　　　　　）

□　手作業・機械作業の併用

□⑤

□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における①→②→③→④の順序

□①　□②　□③　□④
種類



　（様式１２-２-②）

別表２ （Ａ４）

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）

工事着手前に実施する措置の内容建築物に関する調査の結果

作業場所　□十分　□不十分

□アスファルト・コンクリート　□木材

分別解体等の計画等
使用する特定建設

資材の種類
□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材

建築物に関
する調査の

結果

建築物の状況 築年数　　　　年、棟数　　　　棟

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□無

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

その他（　　　　　　    　）

障害物　□有（　　　）　□無

周辺状況 周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

②基礎・基礎ぐい

③上部構造部分・外装

④屋根

基礎・基礎ぐいの工事　□有　□無

上部構造部分・外装の工事　□有　□無

屋根の工事　□有　□無

建築物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごと
の量の見込み並びに特定建設資
材が使用される建築物の部分及
び特定建設資材廃棄物の発生が
見込まれる建築物の部分

種類 量の見込み

（注）　①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　⑥その他

□①　□②　□③　□④

□①　□②　□③　□④
□⑤　□⑥

その他

作業内容

作業場所

□有

（ 　　　　　　　　　   　）

①造成等 造成等の工事　□有　□無
工
程
ご
と
の
作
業
内
容

通学路　□有　□無

その他（　　　　　　　  　）

特定建設資材への
付着物（修繕・模様
替工事のみ）

搬出経路

工程

□⑤　□⑥

備考

□①　□②　□③　□④

建築設備・内装等の工事　□有　□無

トン
□建設発生木材

⑤建築設備・内装等

⑥その他
（　　　　　）

□⑤　□⑥トン

その他の工事　□有　□無

使用する部分又は発生が見
込まれる部分（注）

□コンクリート塊
トン

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊



　（様式１２-２-③）

別表３ （Ａ４）

仮設工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

土工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

基礎工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

その他の工事　□有　□無
□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序
□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　　　）

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

□⑤　□⑥

□　手作業

（　　　　　　　　　　　　）

④本体構造

□建設発生木材

特定建設資材への付着
物（解体・維持・修繕工
事のみ）

②土工

③基礎

種類

工事着手前に実施する措置の内容工作物に関する調査の結果

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

□①　□②　□③　□④

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

□無

工程 作業内容

□有

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材

周辺状況

□　手作業

その他（　　　　　　　　　）

工作物に関
する調査の

結果

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

作業場所

工作物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

□　手作業

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□コンクリート塊

⑤本体付属品

その他

①仮設

□　手作業

□　手作業

その他（　　　　　　　　　）

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

搬出経路

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

障害物　□有（　　　）　□無

□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等

□アスファルト・コンクリート　□木材

作業場所　□十分　□不十分

築年数　　　　年

□①　□②　□③　□④

工作物の状況

備考

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
トン

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

使用する部分又は発生が見
込まれる部分（注）

分別解体等の方法
（解体工事のみ）

⑥その他
（　　　　　　　）

□　手作業

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量
の見込み（解体工事のみ）

通学路　□有　□無

□⑤　□⑥

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の
見込み（全工事）並びに特定建設資材
が使用される工作物の部分（新築・維
持・修繕工事のみ）及び特定建設資材
廃棄物の発生が見込まれる工作物の部
分（維持・修繕・解体工事のみ）

廃
棄
物
発
生
見
込
量

量の見込み

トン

工作物の構造
（解体工事のみ）

□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

工事の種類

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ）

□新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事

トン

　　　　　　　　　トン

□①　□②　□③　□④

□⑤　□⑥



（様式１３-１） 

 

建設工事に係る資材の再資源化に関する法律第１３条に基づく記載事項 

 

年  月  日 

 

（契約担当官等） 

（官職氏名）  殿 

 

氏 名 

   （法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）     

（郵便番号   -   ）電話番号   -   -    

 住 所                        

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条第１項に基づき工事請負契約書へ記載する

(1)分別解体等の方法、(2)解体に要する費用、(3)再資源化等をする施設の名称及び所在地、(4)再資

源化等に要する費用について、別紙のとおり提出します。 

 

 

 



（様式１３-２-①） 

別紙 １ 

 建築物に係る解体工事  

 

１．分別解体等の方法 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法 
①建設設備・内装
材等 

建築設備・内装材等の取り外し 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 
併用の場合の理由 
（             ） 

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 
併用の場合の理由 
（             ） 

③外装材・上部構
造部分 

外装材・上部構造部分の取り壊し 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

④基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐい取り壊し 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑤その他 
（      ） 

その他の取り壊し 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

（注）「分別解体の方法」欄については、該当が内場合は記載の必要がない。 

 

２．解体工事に要する費用（直接工事費）                    円（税抜き） 

  （注）・解体工事の場合のみ記入する。 
     ・解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。 
     ・仮設費及び運搬費は含まない。 

 

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物 
の種類 

施設の名称 所 在 地 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

（注）建設現場において再資源化する場合については、記載不要。 
 

４．再資源化等に要する費用（直接工事費）                円（税抜き） 

  （注）運搬費を含む。 

 



 

（様式１３-２-②） 

別紙 ２ 

 建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）  

 

１． 分別解体等の方法 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法 
①造成等 造成等の工事 

□有  □無 
□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

③上部構造物・外装 上部構造物・外装の工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

④屋根 屋根の工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑤建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑥その他 
（  ） 

その他の工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

  
 

 
 

（注）「分別解体の方法」欄については、該当が内場合は記載の必要がない。 

 

２．解体工事に要する費用（直接工事費）           該 当 な し 

 
 

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物 
の種類 

施設の名称 所 在 地 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

（注）建設現場において再資源化する場合については、記載不要。 
 

４．再資源化等に要する費用（直接工事費）                円（税抜き） 

  （注）運搬費を含む。 
 

 



 

（様式１３-２-③） 

別紙 ３ 

 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事（土木工事等）  

 

１．分別解体等の方法 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法 
①仮設 仮設工事 

□有  □無 
□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

②土工 土工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

③基礎 基礎工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

④本体構造 本体構造の工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑤本体付属品 本体付属品の工事 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

⑥その他 その他 
□有  □無 

□手作業 
□手作業・機械作業の併用 

  
 

 
 

（注）「分別解体の方法」欄については、該当が内場合は記載の必要がない。 

 

２．解体工事に要する費用（直接工事費）                    円（税抜き） 

  （注）・解体工事の場合のみ記入する。 
     ・解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。 
     ・仮設費及び運搬費は含まない。 

 

３． 再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

特定建設資材廃棄物 
の種類 

施設の名称 所 在 地 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

※ 受注者が選択した施設を記載（品目毎に複数記入可） 

 

４．再資源化等に要する費用（直接工事費）                円（税抜き） 

  （注）運搬費を含む。 



 
（様式１４） 

 

中間前金払認定願 
 

  年  月  日 
 
（支出官等） 
（官職氏名）          殿 
                  受注者 住  所 
                      会社名等 
                      氏  名 
 
 

年  月  日契約締結した下記の工事について、工事請負契約書第 35 条第５項に

基づき中間前金払認定をされたく申請します。 
 

記 
 

１．工 事 名 
 
２．工 事 場 所      
 
３．工   期    年  月  日から 
           年  月  日まで 
 
４．請負代金額  ￥             

 
 
 



（様式１５）

別紙

工事件名

出来高

数量 単価 金額 数量 単価 金額 比　率 数量 単価 金額

備考　１　用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４横とする。

　　　２　仮設及び機械器具損料その他出来高については、主工事の出来高比率により算出する。

　　　３　工種については、請負代金内訳書の項目を発注者が記入し、請負金額以下の各項目については受注者に記入させるものとする。

請 負 金 額 今回迄の出来高 残 高
備 考

工 事 出 来 高 内 訳 書

工 種



（様式１６）

工事件名

品　　名

規格 数量 単位 規格 数量 単位 規格 数量 単位

備考　１　用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４横とする。

　　　２　本表は品目毎に１枚とする。

　　　３　設計数量は、契約上の数量をいい、受注者に記入させるものとする。検査数量及び検査合格数量は発注者が確認した数量とする。

設計数量 検査数量
備 考

検 査 済 材 料 費 計 算 書

検査年月日
検査合格数量

単価 金額



 
（様式１７-１） 

 

請 求 書 （中間前払金） 
 

年  月  日 
 
（支出官等） 
（官職氏名）          殿 
 
                  受注者 住  所 
                      会社名等 
                      氏  名 
                     【登録番号】 
 

￥                
 

        年  月  日契約締結した        工事請負代金の中間 
前払金額（下記内訳のとおり）を工事請負契約書第３５条第４項の規定に基づ 
き上記のとおり請求します。 

 
                    内      訳 

項    目 金    額 摘    要 
請 負 代 金 額 円 10%対象 〇〇〇円 

（内消費税額〇〇円）          

前 払 金 受 領 済 額   
請負代金額に対する２／10 の金

額 
  

今 回 請 求 金 額   
 

振込先銀行名  
〃 口座名義  
〃 口 座 名      
〃 口座番号  

 
（注）１ 保証証書を添付すること。 

２ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適用税率」及び「内消費税額」については 
一般会計の場合、記載を省略することができる。 

３ 該当のある欄のみ記載し、不必要な事項は抹消して使用すること。 



 
（様式１７-２） 

 

請求書（中間前払金・国庫債務負担行為用） 
 

年  月  日 
 
（支出官等） 
（官職氏名）         殿 
 
                 受注者 住  所 
                     会社名等 
                     氏  名 
                    【登録番号】 
 

￥               
 

        年  月  日契約締結した        工事の  年度 
出来形予定部分に係る請負代金の中間前払金額（下記内訳のとおり）を工事請 
負契約書第３５条第４項の規定に基づき上記のとおり請求します。 

 
                    内      訳 

項    目 金    額 摘    要 
請 負 代 金 額 円 10%対象 〇〇〇円 

（内消費税額〇〇円）          

  年度出 来 形 予 定 金 額             
年度支 払 年 割 額             

  年度出来形予定金額に対す 
る２／10の金額 

  

今 回 請 求 金 額   
 

振込先銀行名  
〃 口座名義  
〃 口 座 名      
〃 口座番号  

 
（注）１ 保証証書を添付すること。 

２ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適用税率」及び「内消費税額」については 
一般会計の場合、記載を省略することができる。 

３ 該当のある欄のみ記載し、不必要な事項は抹消して使用すること。 



 
（様式１８） 
 

指定部分完成通知書 
 

年  月  日 
 
（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）         殿 
                  受注者 住  所 
                      会社名等 
                      氏  名 
 
 

年  月  日契約締結した下記の工事の指定部分について  年  月  日

完成したので工事請負契約書第３９条の規定に基づき通知します。 
記 

 
１．工  事  名 
 
２．工 事 場 所 
 
３．工     期    年  月  日から 
             年  月  日まで 
 
４．請 負 代 金 額  ￥                
 
５．指定部分工期           年  月  日から 
             年  月  日まで 

 
６．指定部分に係る請負代金額  ￥           

 
 
（注）１．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 
 



 
（様式１９） 

 

（指定部分） 引 渡 書 
 

年  月  日 
 

（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
 
                  受注者 住  所 
                      会社名等 
                      氏  名 
 

年  月  日契約締結した下記の工事（指定部分）の目的物を工事請負契約書第

３２条第４項の規定に基づき  年  月  日引渡しいたします。 
 

記 
 

１．工 事 名（指定部分に係る工事） 
２．工 事 場 所      
３．（指定部分に係る） 工  期    年  月  日から 
                    年  月  日まで 
４．（指定部分に相応する）請負代金額 ￥                 

 
 
 
 
 
 
 

（注）１．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 
   ２．不要な部分は抹消して使用すること。 

 
 



 
（様式２０） 

 

請求書（指定部分支払） 
 

年  月  日 
（支出官等） 
（官職氏名）          殿 
 
                 受注者 住  所 
                     会社名等 
                     氏  名 
                    【登録番号】 
 

￥              
        年  月  日契約締結した        工事の指定部分に相応 

する請負代金額（下記内訳のとおり）を工事請負契約書第３９条の規定に基づき 
上記のとおり請求します。 

 
                    内      訳 

項    目 割 合 金  額 適   用 
請  負  代  金  額   ％ 円 10%対象 〇〇〇円 

（内消費税額〇〇円）          

指定部分の請求金額相当額及び請負                  
金額に対する割合 

   

指 定 部 分 の 出 来 高 割 合 100   
既に受領した前払金及び請負金額に対

する割合 
   

同上金額の指定部分割合の金額    
既に受領した部分払金額及び請負金額

に対する割合 
   

同 上 金 額 の 指 定 部 分 相 当 金 額    
今 回 受 領 す る 指 定 部 分 金 額    
請 負 金 額 支 払 残 額    

 
振込先銀行名  
〃 口座名義  
〃 口 座 名      
〃 口座番号  

 
（注）１ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適用税率」及び「内消費税額」については 

一般会計の場合、記載を省略することができる。 

２ 該当のある欄のみ記載し、不必要な事項は抹消して使用すること。 



（様式２１） 

 

別紙 

 

                       ○○工事既済部分出来高明細書 

 

                           年  月  日 

 

契 約 金 額   ￥ 

前回までの出来高金額  ￥          （   ％） 

今 回 出 来 高 金 額   ￥          （   ％） 

 

                           内        訳 

 

 

 

工種 

 

 

 

種別 

 

 

 

単位 

 

 

設計金額 

 

今回までの 

出 来 高 

 

 

 

残   高 

 

 

 

備    考 

 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

 出来高（ ％） 

 

 

 



 
（様式２２） 

 

出来形部分検査願（第  回） 
 

年  月  日 
（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
                 受注者 住   所 
                     会 社 名 等      
                     現場代理人 
 
 

年  月  日契約締結した下記の工事について出来形部分検査をされたく工事請

負契約書第３８条第２項の規定に基づき請求します。 
 

記 
 

１．工  事  名 
 
２．工 事 場 所 
 
３．工     期    年  月  日から 
             年  月  日まで 
 
４．請 負 代 金 額         ￥                   

 
 
 
 
（注）１．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 
 
 
 
 



 
（様式２３-１） 

請求書（第  回部分払金） 
 

年  月  日 
（支出官等） 
（官職氏名）         殿 
                 受注者 住  所 
                     会社名等 
                     氏  名 
                    【登録番号】 
 

￥           
 

        年  月  日契約締結した        工事請負代金の第 回 
部分払金額（下記内訳のとおり）を工事請負契約第３８条第１項の規定に基づき 
上記のとおり請求します。 

                内      訳 
項    目 割 合 金  額 適    用 

請  負  代  金  額   ％ 円 10%対象 〇〇〇円 
（内消費税額〇〇円） 

前 払 金 受 領 済 額    
部 分 払 金 受 領 済 額    
出 来 形 部 分 の 割 合 、 金 額    
前回までの出来形部分の金額    
今 回 の 出 来 形 部 分 の 金 額    
出来形部分に対する９/10 の金額    
今回出来形部分の部分払金額    
今 回 請 求 金 額    

 
振込先銀行名  
〃 口座名義  
〃 口 座 名      
〃 口座番号  

（注）１ 今回出来形部分払金額の算出は、下記により行い摘要欄に計算式を 
記入するものとする。 

     今回出来形部分の部分払金額＝今回の出来形部分の金額×（９／10 
    ＿  前払金受領済額  
        請負代金額 
   ２ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適用税率」及び「内消費税額」については 
    一般会計の場合、記載を省略することができる。 
   ３ 該当のある欄のみ記載し、不必要な事項は抹消して使用すること。

）－ 部分払金受領済額 



 
（様式２３-２） 
 

請求書（第 回部分払金・国庫債務負担行為用） 
 

年  月  日 
（支出官等） 
（官職氏名）         殿 
                 受注者 住  所 
                     会社名等 
                     氏  名 
                    【登録番号】 
 

￥                
 

       年  月  日契約締結した        工事の  年度 
出来形部分に係る請負代金の第  回部分払金額（下記内訳のとおり）を工事 
請負契約書第４２条第１項の規定に基づき上記のとおり請求します。 

 
              内      訳 

項    目 割 合 金  額 適   用 
請  負  代  金  額                   ％ 円 10%対象 〇〇〇円 

（内消費税額〇〇円） 
年度出来形予定金額    
年 度 支 払 年 割 額    

前 払 金 受 領 済 額    
部 分 払 金 受 領 済 額    

 年度出来形予定部分に対する

今回の出来形部分の割合、金額 
   

前 回 ま で の 出 来 形 部分 の 金 額    
今 回 の 出 来 形 部 分 の 金 額    
出来形部分に対する９/10 の金額    
今 回 出 来 形 部 分 の 部分 払 金 額    
今 回 請 求 金 額    

 
振込先銀行名  
〃 口座名義  
〃 口 座 名      
〃 口座番号  

 
 
 



 
（注）１ 今回出来形部分払金額の算出は、下記により行い摘要欄に計算式を 
    記入するものとする。 

（ａ）部分払金の額≦請負代金相当額×９／10－（前会計年度までの支払金額 
   ＋当該会計年度の部分払金額）－〔請負代金相当額－（前年度までの 

                        当該会計年度前払金額    
                      当該会計年度の出来高予定額 
 
  （ｂ）部分払金の額≦請負代金相当額×９／10－前会計年度までの支払金額 
    －（請負代金相当額－前年度までの出来高予定額） 
           （当該会計年度前払金額＋当該会計年度の中間前払金額） 
                当該会計年度の出来高予定額 
 
 （ｃ）部分払金の額≦（前会計年度末における請負代金相当額－前会計年度 
    までの出来高予定額）×９／10 
＊（ｂ）は中間前払金を選択した場合、（ｃ）は出来高超過額に対する部分払 
 

２ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適用税率」及び「内消費税額」については 
一般会計の場合、記載を省略することができる。 

３ 該当のある欄のみ記載し、不必要な事項は抹消して使用すること。 
 
 
 

出来高予定額＋出来高超過額）〕× 

×  



（様式２４） 

 

 

 

 

修 補 完 了 報 告 書 
 

 

                                               年  月  日 

 

主任監督員（氏名）        殿 

 

                  受注者 住   所 

                      会 社 名 等      

                      現場代理人 

 

 

 

 

年  月  日の（    ）検査において、指示されました修補箇所について、

下記のとおり修補を完了しましたので報告します。 

 

 

記 

 

 

 １ 工事名 

 ２ 修補箇所 

 ３ 修補内容 

 ４ 添付書類（図面、写真等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
（様式２５） 
 

修 補 完 了 届 
 

年  月  日 
 
（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）         殿 
                   受注者 住  所 
                       会社名等 
                       氏  名 
 

年  月  日の（    ）検査において、指示されました修補箇所につ

いては、下記のとおり修補を完了しましたので届けます。 
 

記 
 

１．工 事 名 
２．工 事 場 所      
３．工   期    年  月  日から 
           年  月  日まで 
４．請負代金額  ￥                 
５．修補検査日 
６．修 補 箇 所  

 
 
 
 
 
 
 
（注）１．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 
 
 



 
（様式２６） 
 

工 期 変 更 願 
 

  年  月  日 
 
（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
 
                  受注者 住  所 
                      会社名等 
                      氏  名 
 

工 事 名 
 

年  月  日契約締結した上記の工事について、下記の理由により  年  月  

日まで工期を延長されたく工事請負契約書第２２条の規定に基づき申請します。 
なお、変更工程表は別紙のとおりです。 

記 
 

１．工 期    当初工期          変更工期 
          年  月  日から     年  月  日から 
          年  月  日まで     年  月  日まで 
２．請負代金額 ￥              
３．理   由 

 
 
（注）１．変更工程表は、別紙（様式３－２）の工程表を添付する。 
   ２．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 
 
 
 
 
 



 
（様式２７） 
 

支給材料（又は貸与品）請求書 

 
年  月  日 

 
（物品管理官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
 
                 受注者 住  所 
                     会社名等 
                     現場代理人 
 
 

工 事 名 
 

年  月  日契約締結した上記の工事用として下記のとおり支給材料（又は貸与

品）を請求します。 
 

記 
 

品    名 規 格 単 位 数 量 備  考 

     

     

     

     

     

 
 
 
 



 
（様式２８） 
 

支給材料（又は貸与品）受領（又は借用）書 
 

年  月  日 
 
（物品管理官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
 
                 受注者 住   所 
                     会 社 名 等      
                     現場代理人 
 

工 事 名 
 

年  月  日契約締結した上記の工事用として下記のとおり支給材料（又は貸与品）

の引渡しを受けたので工事請負契約書第１５条第３項の規定に基づき受領（又は借用）

書を提出します。 
 

記 
 

品  名 規  格 単

位 
数      量 

備   考 
今  回 前回まで 計 

      自 年 月 日 
至 年 月 日 
間 受 領 分 

 
 
 

      

 
 
 

      

 
 
 

      

 
 
 



 
（様式２９） 
 

支給材料（又は貸与品）返還書 
 

年  月  日 
 
（物品管理官等） 
（官 職 氏 名      ）        殿 
                  受注者 住   所 
                      会 社 名 等      
                      現場代理人 
 
 
工 事 名 
 

年  月  日契約締結した上記の工事用支給材料（又は貸与品）について工事請

負契約書第１５条第９項の規定に基づき下記のとおり使用残を返還します。 
 

記 
 

品   名 規 格 単 位 数 量 
数   量 

受 払 残 

 
 
 

      

 
 
 

      

 
 
 

      

 
 
 

      

 
 
 



（様式３０） 
 
 
 

工事現場発生材報告書 
 

年  月  日 
 
主任監督員（氏名）        殿 
 

                  受注者 住   所 

                      会 社 名 等      
                      現場代理人 
 
 

工 事 名 
 

年  月  日契約締結した上記の工事で下記のとおり工事現場発生材が生じまし

たので報告します。 
 

記 
 

品   名 規  格 数 量 単位 発 生 工 種 備 考 

 
 

     

 
 

     

 
 

     

 
 

     

 
 

     

 
 



（様式３１） 

  

打 合 簿               

 

                                      年  月  日 

（監督職員）  

                      総括監督員 

                      主任監督員 

                      監 督 員 

 

                     （受注者） 

 

  工事名                                       

 

発 議 者     □発注者 □受注者  

発議事項 □協議 □承諾 □指示 □提出 □報告 □通知 □その他(    ) 

件     名 内     容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処 

理 

・ 

回 

答 

 

発 

注 

者 

  上記について □承諾 □受理 □通知 □指示 □提示 □その他(   )します 

         □回答予定日を設定します。 回答予定日：    年  月  日 

【回答】 

                                                           

【中間】処理・回答日：    年  月  日   【最終】処理・回答日：    年  月  日 

受 

注 

者 

上記について □承諾 □協議 □報告 □提出 □届出 □その他(   )します 

         □回答予定日を設定します。 回答予定日：    年  月  日 

【回答】 

                                                           

【中間】処理・回答日：    年  月  日   【最終】処理・回答日：    年  月  日 

 

備考  打合せ毎に別葉とする。 

 

 

 



（様式３２）

工 事 名 ：

受 注 者 名 ：

依頼日 報告者名 立会種別 工種 確認内容 希望日時 立会日時 立会者名

1 H24.12.6 ○○　○○ 段階確認 戸当り 据付（コンクリート打設前）
H24.12.7
（10:00）

H24.12.7
（10:00）

○○　○○

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

　　　２　行数・幅など不足する場合には、適宜追加すること。

　　　３　本様式については、電子メールを使用し監督職員へ送付する場合も提出とみなすことができる。

（注）１　立会種別欄は、立会内容により「段階確認（施工段階確認）」、「材料検査（工事材料検査）」、「その他（施工段階確認、工事材料
検査
          以外の立会）」のいずれかを記入する。

　○○○○工事

(株)○○　○○

受注者欄
番
号

立　会　願

発注者欄

（電子メールを使用する場合）

①受注者は必要事項を記入し、主任監督員及び監督員に送付する。

②発注者は受注者と立会日時等を調整した後、必要事項を記入のうえ受注者に送付する。
③立会が全て終了した後にデータを印刷し、最終成果物とする。

（なお、提出の際には打合簿の添付は不要とする。）



（様式３３） 

 

 

 

施 工 段 階 確 認 簿  

 

年  月  日 

 

主任監督員（氏名）        殿 

 

                  受注者 住   所 

                      会社名等      

                      現場代理人 

 
整理番号 ○ 

工事名： 

確認日：  年  月  日 確 認 場 所： 

工 種： 確認者氏名：監督職員 ○ ○ ○ ○ 

１．確認内容 

 

２．確認結果 

確認内容 
設計値 
（㎜） 

規格値 
（㎜） 

確認時実測
値（㎜） 

設計値との
差（㎜） 

規格値との
差（㎜） 

備 考 

       

       

       

上記により行った施工段階確認の結果、□規格値内で施工されて 

     □いた。  □いない。 
指示事項 

 
 
 

 

３．確認状況写真（監督職員が立会又は遠隔確認した場合は添付不要） 

（１）全 景 

 

 

 

（２）各寸法表示箇所 

 

 

 

（３） 

 

 

 

（注）１．施工段階確認で撮影した写真（監督職員が立会又は遠隔確認した場合は添付不要）は、 

全て施工段階確認簿で整理するものとし、別途工事写真で整理する必要はない。 

２．施工段階確認に係るその他の必要資料は、本確認簿とセットで保管するものとする。 

 

写     真 

写     真 

写     真 



 

（様式３４） 
 

 

 

 

 

 

材 料 検 査 簿               

 

 

 

 

  工事名                        

 

 

  品 目                        

 

年 

月 

日 

搬 入 数 量 検 査 数 量         確 

認 

欄 

 

 

   記     事 

 

規格 単位 数 量 検査数 合格数 不合格数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考  １．抽出検査の場合の検査数量は実際に検査した数量を記載する。 

２．確認欄は報告内容が適正か確認するために使用する。 

３．記事欄は検査の結果及び検査の結果についてとった措置を記載する。 

 

 

 

 



（様式３５）

工 事 名 ：

受 注 者 名 ：

報 　告
年月日

報告者名
（現場代理人）

作業内容 休日等に作業を行う理由
施工予定時期

年月日
確 　認
年月日

処理・回答内容
確認者名

（主任監督員）

1 H24.12.6 ○○　○○ 洪水吐ゲート戸当り据付
土木工事と工程調整を行った結果、○
○日までに引き渡す必要あるため

H24.12.8
（8:30～17:00）

H24.12.6 受理 ○○　○○

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（注）１　行数・幅など不足する場合には、適宜追加すること。

　　　２　本様式については、電子メールを使用し監督職員へ送付する場合も提出とみなすことができる。

休　日　等　作　業　届

発注者欄受注者欄
番
号

(株)○○　○○

　○○○○工事

（電子メールを使用する場合）

①受注者は必要事項を記入し、主任監督員及び監督員に送付する。
②発注者は主任監督員が内容を確認した後、必要事項を記入のうえ受注者に送付する。

③受注者は発注者からの回答を受けた後、休日等の作業を行うことができるものとする。
④休日等の作業が全て終了した後にデータを印刷し、最終成果物とする。
（なお、提出の際には打合簿の添付は不要とする。）



（様式３６） 

 

 

事 故 報 告 書 
 

                                                  年  月  日 

 

主任監督員（氏名）        殿 

 

                  受注者 住   所 

                      会 社 名 等      

                      現場代理人 

 

 

 施設機械工事等共通仕様書第１章１―１―４１の規定に基づき、下記のとおり報告いた

します。 

 

記 

 

 １ 工事件名 

 ２ 契約締結年月日 

 ３ 事故発生日時 

 ４  事故発生場所 

 ５ 被災者       氏名            性別 

                       生年月日                年齢 

                        所属                    職種 

                        経験年数 

                        住所 

 ６ 被災者の病状 

 ７ 事故原因 

 ８ 事故発生状況（位置図、平面図、ポンチ絵等） 

 ９ 事故後の措置 
 

日 時 措  置  内  容 相 手 方 

 

 

 

 （提出後最終措置まで記載し保管する） 

 （別紙としてもよい） 

 

 

 

 
 

 10 今後の対策 

 11 添付書類（写真、新聞切抜等） 

 ＊事故調査委員会（委員長が必要と認めた場合招集）を開催し、報告する。 



（様式３７） 

 

 

工事履行報告書 
（   月分） 

 

  年  月  日 

 

主任監督員（氏名）        殿 

 

                  受注者 住   所 

                      会 社 名 等      

                      現場代理人 

 

 工 事 名 

 

  年  月  日契約締結した上記の工事について、施設機械工事等共通仕様書第

１章１－１－３５の規定に基づき工事履行報告書を提出いたします。 

 

    

月 別 
予定工程 ％ 

（ ）は工程変更後 
実施工程 ％ 備    考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）工事履行報告書は、契約締結後毎月末に監督職員に提出すること。 

   なお、工事規模等により監督職員が指示した場合はこの限りではない。 



 
（様式３８） 
 

完 成 通 知 書 
 

年  月  日 
 
（契約担当官等） 
（官 職 氏 名      ）         殿 
                   受注者 住  所 
                       会社名等 
                       氏  名 
 

年  月  日契約締結した下記の工事は  年  月  日完成したので工事請

負契約書第３２条第１項の規定に基づき通知します。 
 

記 
 

１．工 事 名 
２．工 事 場 所      
３．工   期    年  月  日から 
           年  月  日まで 
４．請負代金額  ￥                 

 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１．局契約に係るものについては、事業所等を経由して提出すること。 
 
 
 



 
（様式３９） 
 

請 求 書 （完成払金） 
 

年  月  日 
 
（支出官等） 
（官職氏名）         殿 
 
                 受注者 住  所 
                     会社名等 
                     氏  名 
                    【登録番号】 
 

￥                
 

        年  月  日契約締結した           工事請負代金の 
完成払金額（下記内訳のとおり）を工事請負契約書第３３条第１項の規定に基づ 
き上記のとおり請求します。 

                 内      訳 
項    目 金    額 摘    要 

請 負 代 金 額 円 10%対象 〇〇〇円 
（内消費税額〇〇円） 

前 払 金 受 領 済 額            
中間前払金受領済額   
部分払金受領済額            
今 回 請 求 金 額            

 
振込先銀行名  
〃 口座名義  
〃 口 座 名      
〃 口座番号  

 
（注）１ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適用税率」及び「内消費税額」については 

    一般会計の場合、記載を省略することができる。 
   ２ 該当のある欄のみ記載し、不必要な事項は抹消して使用すること。 



 （様式４０） 

 

工事特性・創意工夫・社会性等・技術提案確認に関する実施状況 

工 事 名      受注者名  

項 目    評 価 内 容       備 考       

□工事特性 

工事全体を通

して他の類移

工事に比べ 

て、特異な技術

力 

 

 

 

 

 

 

 

 

□構造物の特殊性 

 

規模が特殊な構造物等 

複雑な形状の構造物等 

□都市部等の作業環境、社会

条件 

 

 

 

 

埋設物等の地中内の作業障害物等 

周辺環境条件の影響等 

騒音・振動等環境対策等 

現道上の交通規制等 

緊急時の対応等 

広範囲な施工箇所の対応等 

□自然・地盤条件 

 

 

 

特殊な地盤条件への対応等 

気象現象の影響等 

急峻な地形及び危険地内の対策等 

自然環境の保全に配慮等 

□長期工事における安全確保 

 

12ヶ月を超える工期等 

 

□創意工夫 

「工事特性」で

評価するほど

でない軽微な

工夫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□施工 

 

 

 

 

 

 

 

施工に伴う機械、器具、工具、装具類等 

二次製品、代替製品の利用等 

施工方法の工夫等 

施工環境の改善等 

仮設計画の工夫等 

施工管理、品質管理の工夫等 

情報化施工の実施等 

新技術活用 

□品質 

 

 

 

 

 

設備、電気の品質向上に関する工夫等 

材料、製作、据付に関する工夫等 

部品、部材、機器等の使用材料に関する工夫等 

加工、溶接作業等に関する工夫等 

□安全衛生 

          

 

 

 

安全衛生教育の実施等 

安全施設・仮設備の配慮等 

安全教育・講習会・パトロールの工夫等 

作業環境の改善等 

交通事故防止の工夫等 

□社会性等 

地域社会や住

民に対する貢

献 

□地域への貢献度 

 

 

 

周辺環境への配慮等 

現場環境の地域への調和等 

地域住民とのコミュニケーション等 

ボランティアの実施等 

  １．該当する項目の□にﾚマーク記入。 

２．具体的内容の説明として、写真・ポンチ絵等を説明資料に整理。 

３．打合簿（報告）により監督職員へ報告するものとする。 



工事特性・創意工夫・社会性等・技術提案確認に関する実施状況（説明資料） 

工 事 名       ／ 

項 目       評価内容  

提 案 内 容       

（説 明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   説明資料は簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする。 



（様式４１） 

 
 
 

報  告  書 

年   月   日 

 

主任監督員（氏名）        殿 
 

                  受注者 住   所 
                      会 社 名 等      
                      現場代理人 

 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１８条第１項の規定に基づき、下記のとおり（別紙

を）報告します。 

 

記 

 

１ 再資源化等が完了した年月日 

        年  月  日 

 

２ 再資源化等をした施設の名称及び所在地 

特定建設資材 

廃棄物の種類 
施設の名称 所  在  地 

   

   

   

   

 

３ 再資源化等に要する費用 （直接工事費）               円（税抜き） 

   （注）運搬費を含む。 
 
 
（注）別紙（再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書）を報告する場合は、記以下を削除する。 
 
 



（ 様 式 ４ ２ ）  

工事の施工効率向上対策打合せ記録簿 
 

工 事 名   ○ ○ ○ ○ ○ 事 業   △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 工 事      

 

●●農政局○○○○事業所 △△△△建設（株） 

発注者最終確認日 受注者最終確認日 

年   月   日   確認済 年   月   日   確認済 

会 議 名 

□工事円滑化会議（□施工条件確認 □工程確認） □その他（            ）  

□設計変更確認会議（第（  ）回契約変更）（○回目） 

□対策検討会議 

日   時    年  月  日（ ） ○：○○～○：○○ 

場   所  

出 席 者 名 

発注者 受注者 

 

 

 

 

 

 

 

設計コンサルタント（△△△△設計（株）） 

 

 

打 合 せ 項 目  

【Ａ】 

 □施工条件         

 □工事工程         

 

（□関係機関との協議状況、□用地処理状況、□地下埋設物の有無、□地質状況、□設計の考え方）   

（□発注者工程（クリティカルパス等））                                                        

【Ｂ】 

 □施工計画         

 □工事工程         

 □工事書類         

 □規定事項の確認   

 □その他           

 

（□受発注者の仮設計画の確認、□技術提案内容の履行計画）                                     

（□受注者が現場実態に即して作成した工事工程の確認）                                         

（□書類リストの確認、□提出方法）                                                           

（□施工段階確認・材料検査・不定期の現場確認）                                               

（□再設計の有無、□設計変更の可否、□工事中止の有無、□積算参考資料の確認）                 

【Ｃ】 

 □設計変更内容     

 □工事工程         

 □技術提案         

 

（□設計変更対象項目、□対象数量等）                                                         

                                                                                             

（□履行確認、□不履行の場合の手続の確認）                                                   

打 合 せ 結 果  

 

 

 

 

 

 

 備考 １ 建設コンサルタントが出席する場合には、適宜確認日を設ける。 

    ２ 打合せ項目については、以下の【Ａ】、【Ｂ】、【Ｃ】の区分とする。 

     【Ａ】工事円滑化会議（施工条件確認会議） 

     【Ｂ】工事円滑化会議（工程確認会議） 

     【Ｃ】設計変更確認会議 

      ただし、打合せ項目については受発注者間の協議により定めるものとする。 

    ３ 打合せ結果は、箇条書き等工夫して要点を簡潔に記入する。  


